
    
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 調査結果 
 

 

 

 

 

 

 

利用上の注意 

 

１ 結果表の数字は、表章単位未満の位で四捨五入している。 

２ 結果表中「0.0」は、集計した数値が表章単位に満たないものである。 

３ 結果表中「－」は、該当数字のない箇所である。 

４ 「不明」とは、当該項目に有効な回答がない企業の割合である。 
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１ 自己啓発の支援の状況 

 

（１） 自己啓発を支援する取組の実施状況 

 

     従業員の自己啓発を支援する取組を「実施している」又は「実施する予定がある」企業の割合はそれぞれ 
６９.５％、２.４％となっている。 

     企業規模別にみると、企業規模が大きくなるにつれて、「実施している」企業の割合は高くなっている。 
（表１） 
 
表１ 支援する取組の実施状況別企業数割合（母集団：全企業） 

 

 
（２） 自己啓発の支援内容 

 

     自己啓発の支援内容としては、「外部講座等受講への金銭的な支援」が８６.６％と最も高く、次いで「会

社主催の講座・セミナーの実施」が６７.７％、「書籍等の教材購入費の支援」が６３.７％となっている。一

方、「自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の整備」は１７.６％となっている。 
     自己啓発の支援目的については、「自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の整備」、「外部講座等受

講への金銭的な支援」、「書籍等の教材購入費の支援」については、いずれも７０％以上が「資格取得を目的」

としている一方、「会社主催の講座・セミナーの実施」、「従業員主催の研究会・勉強会実施の支援」について

は、いずれも７０％以上が「学位・資格の取得以外の目的」としている。（表２） 
 

表２ 支援内容別、学位・資格取得等の目的別企業数割合 
（母集団：従業員の自己啓発を支援する取組を実施している又は実施する予定がある企業） 

 
注：（ ）内は、各内容を支援している企業を１００とした割合。 

（％）
              　 実施状況

　企業規模
計 実施している

実施する予定が
ある

実施していない 不明

規模計 100.0            69.5             2.4              27.7             0.4              

500人以上 100.0            84.4             1.0              14.4             0.3              

100人以上
500人未満

100.0            72.9             2.6              23.8             0.6              

50人以上
100人未満

100.0            59.7             2.6              37.6             0.1              

（％）

学位取得を
目的

資格取得を
目的

学位・資格
の取得以外

の目的

自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の整備 100.0 17.6       (18.3)     (70.7)     (51.8)     82.4       0.0        

外部講座等受講への金銭的な支援 100.0 86.6       ( 5.0)    (79.4)     (49.0)     13.2       0.2        

会社主催の講座・セミナーの実施 100.0 67.7       ( 3.3)    (37.9)     (77.0)     31.9       0.4        

従業員主催の研究会・勉強会実施の支援 100.0 48.1       ( 2.9)    (33.5)     (79.2)     51.0       0.9        

就業時間内における個人学習の許可 100.0 32.6       ( 3.3)    (65.0)     (54.5)     66.2       1.2        

書籍等の教材購入費の支援 100.0 63.7       ( 4.2)    (73.9)     (53.0)     35.6       0.8        

その他 100.0 89.6       ( 5.4)    (63.2)     (52.9)     -         10.4       

支援してい
ない

不明

複数回答可

 計

支援している

支援内容

項目

支援内容

項目
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 （３） 人事評価・処遇への考慮の有無 

 

     人事評価や処遇において、従業員が自己啓発により自発的に得た学位や資格、スキル等を「考慮する」企

業の割合は７８.２％となっている。 
     企業規模別にみると、企業規模が大きくなるにつれて、「考慮する」企業の割合は低くなっている。（表３） 

 
表３ 人事評価・処遇への考慮の有無別企業数割合 

（母集団：従業員の自己啓発を支援する取組を実施している又は実施する予定がある企業） 

 

 
（４） 考慮する人事評価・処遇の内容 

 

     考慮する人事評価・処遇の具体的内容については、「人事評価」が７９.１％で最も高く、次いで、「賞与・

手当」が７４.６％、「人事配置・異動の検討」が６９.６％となっている。 
     考慮する場合について、「学位を取得した場合」に考慮する割合は各項目おおむね１０％程度である一方、

「資格を取得した場合」に考慮する割合は各項目８０％を超えている。（表４） 
 
表４ 考慮する人事評価・処遇の内容別、学位・資格取得の状況別企業数割合 

（母集団：自己啓発により自発的に得た学位や資格、スキル等を従業員の人事評価や処遇に考慮する企

業） 

 
注：（ ）内は、各内容について考慮する企業を１００とした割合。 

（％）
          考慮の有無

　企業規模
計 考慮する 考慮しない 不明

規模計 100.0            78.2             21.7             0.0              

500人以上 100.0            68.6             31.2             0.2              

100人以上
500人未満

100.0            78.1             21.9             0.0              

50人以上
100人未満

100.0            82.6             17.4             -               

（％）
考慮しない 不明

学位を取得
した場合

資格を取得
した場合

学位・資格
の取得以外
の場合

人事配置・異動の検討 100.0 69.6        (11.1)      (88.8)      (34.6)      29.8        0.5         

幹部候補の選抜 100.0 52.4        (12.8)      (84.0)      (41.3)      46.8        0.8         

人事評価 100.0 79.1        (10.9)      (85.7)      (40.2)      20.7        0.2         

昇給 100.0 65.1        (10.3)      (88.2)      (34.8)      34.4        0.5         

賞与・手当 100.0 74.6        (7.8)       (90.9)      (26.9)      24.8        0.6         

その他 100.0 92.3        (6.2)       (73.2)      (48.5)      -          7.7         

 計

考慮する

複数回答可

考慮内容

項目
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（５） 自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の有給・無給の別 

 

     自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の整備により従業員の自己啓発を支援している企業につい

て、その法定外休暇・休業制度が「有給」である企業の割合は７８.２％となっている。 
     企業規模別にみると、企業規模が大きくなるにつれて、「有給」である企業の割合は低くなっている。  

（表５） 
 

表５ 自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の有給・無給別企業数割合 
（母集団：自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の整備により従業員の自己啓発を支援してい

る企業） 

 
 

（６） 自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の用途や目的による限定の有無 

 

     自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の整備により従業員の自己啓発を支援している企業につい

て、その法定外休暇・休業制度の用途や目的を自社の業務の遂行に有用なものに「限定している」企業の割

合は５１.３％となっている。 
     企業規模別にみると、企業規模が大きくなるにつれて、「限定している」企業の割合は低くなっている。 

（表６） 
 

表６ 休暇・休業制度の用途・目的の限定の有無別企業数割合 
（母集団：自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の整備により従業員の自己啓発を支援してい

る企業） 

 

（％）
　　　　有給・無給の別

企業規模
計 有給 無給 不明

規模計 100.0            78.2             21.1             0.7              

500人以上 100.0            68.0             31.4             0.6              

100人以上
500人未満

100.0            76.1             22.8             1.0              

50人以上
100人未満

100.0            88.3             11.7             -               

（％）

            　限定の有無

企業規模
計 限定している 限定していない 不明

規模計 100.0            51.3                        48.0                        0.7                         

500人以上 100.0            46.5                        53.0                        0.6                         

100人以上
500人未満

100.0            49.1                        49.9                        1.0                         

50人以上
100人未満

100.0            58.3                        41.7                        -                          
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（７） 有給・無給別にみた用途や目的による限定の有無 

 

自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の整備により従業員の自己啓発を支援している企業のうち、

その法定外休暇・休業制度が「有給」である企業についてみると、その用途や目的を自社の業務の遂行に有

用なものに「限定している」企業は５３.３％となっている。一方、その法定外休暇・休業制度が「無給」で

ある企業についてみると、その用途や目的を自社の業務の遂行に有用なものに「限定している」企業は

４５.６％となっている。（表７） 
 

表７ 自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の有給・無給別、休暇・休業制度の用途・目的の限定

の有無別企業数割合 
（母集団：自己啓発にも活用可能な法定外休暇・休業制度の整備により従業員の自己啓発を支援してい

る企業） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）
項目 計 有給 無給 不明

企業規模 限定している 限定していない 限定している 限定していない

規模計 100.0              78.2         53.3         46.7         21.1         45.6        54.4        0.7                            

500人以上 100.0              68.0         46.9         53.1         31.4         46.4        53.6        0.6                            

100人以上
500人未満

100.0              76.1         49.8         50.2         22.8         49.0        51.0        1.0                            

50人以上
100人未満

100.0              88.3         61.7         38.3         11.7         32.5        67.5        -                             
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２ 社宅の状況等  

 

（１） 転居を伴う転勤の有無別、保有形態別、用途別社宅の有無 

 

転居を伴う転勤が「ある」企業の割合は４２.６％となっている。 

企業規模別に見ると、企業規模が大きくなるにつれて、転居を伴う転勤が「ある」企業の割合は高くなっ

ており、５００人以上の企業では、転居を伴う転勤が「ある」企業の割合は７９.２％となっている。（表８） 

社宅が「ある」企業の割合は４５.８％となっており、社宅が「ある」企業について保有形態別の企業数割

合をみると、自社保有社宅が「ある」企業の割合は３７.７％、借上げ社宅が「ある」企業の割合は７９.７％

となっている。（表９） 

 

表８ 転居を伴う転勤の有無別企業数割合（母集団：全企業） 

 

 

表９ 社宅の有無別、保有形態別、用途別企業数割合（母集団：全企業）

 

（注）（ ）内は社宅がある企業を１００とした割合。 

 

 

 

（％）

　　  　転勤の有無

 企業規模
計 あ　  る な　  い 不明

規模計 100.0     42.6      57.2      0.1       

500人以上 100.0     79.2      20.6      0.2       

100人以上
500人未満

100.0     46.1      53.8      0.1       

50人以上
100人未満

100.0     25.8      74.0      0.1       

100.0       45.8        (37.7)       (34.0)      (15.7)      (79.7)       (75.6)      (49.7)      52.8        1.4         

100.0       74.8        (42.1)       (38.7)      (20.5)      (90.8)       (88.5)      (71.8)      24.4        0.8         

100.0       47.9        (35.4)       (32.6)      (12.5)      (80.0)       (75.4)      (47.7)      50.8        1.3         

100.0       33.4        (39.2)       (33.4)      (18.6)      (70.8)       (66.6)      (30.9)      64.8        1.8         

（％）

　　　　　　社宅の
　　　　　　有無等

 企業規模

計 あ  る な  い 不　明
自社保有社宅 借上げ社宅

独身用 世帯用

50人以上
100人未満

500人以上

独身用 世帯用

複数回答

規模計

100人以上
500人未満
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（２） 社宅の平均月額使用料及び平均月額賃料 

 

社宅が「ある」企業のうち、本社従業員が入居する独身用社宅の平均月額使用料をみると、社宅がある全

企業の平均月額使用料と比較して、転居を伴う転勤が「ある」企業の平均月額使用料は低くなっている。本

社従業員が入居する独身用社宅及び世帯用社宅の平均月額使用料をみると、いずれについても「借上げ社宅」

の平均月額使用料が「自社保有社宅」の平均月額使用料を上回っている。（表１０、表１１、表１２、表１３） 

また、東京都特別区内における独身用社宅及び世帯用社宅の平均月額使用料についても、同様の傾向であ

った。（表１４、表１５、表１６、表１７） 

 

①  本社従業員が入居する独身用社宅及び世帯用社宅 

 

表１０ 独身用社宅の保有形態別平均月額使用料及び平均月額賃料 

（母集団：独身用社宅がある企業（金額不明を除く。）） 

    

    

表１１ 独身用社宅の保有形態別平均月額使用料及び平均月額賃料 

（母集団：転居を伴う転勤があり、独身用社宅がある企業（金額不明を除く。）） 

    

 

（円）

自社保有社宅

15,685               19,013               67,214               

14,073               19,142               69,770               

16,531               18,191               65,664               

15,232               20,837               68,468               
50人以上
100人未満

100人以上
500人未満

平均月額賃料
（企業の契約額）

借上げ社宅　　　 社宅の保有形態

企業規模

平均月額使用料
（従業員の負担額）

平均月額使用料
（従業員の負担額）

500人以上

規模計

（円）

自社保有社宅

14,540               17,715               68,755               

13,163               18,677               70,693               

16,159               17,227               68,372               

12,141               17,822               67,201               

平均月額使用料
（従業員の負担額）

規模計

平均月額賃料
（企業の契約額）

借上げ社宅

50人以上
100人未満

500人以上

100人以上
500人未満

　　　 社宅の保有形態

企業規模

平均月額使用料
（従業員の負担額）
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表１２ 世帯用社宅の保有形態別、面積区分別平均月額使用料及び平均月額賃料 

（母集団：世帯用社宅がある企業（金額不明を除く。）） 

    

 

表１３ 世帯用社宅の保有形態別、面積区分別平均月額使用料及び平均月額賃料 

（母集団：転居を伴う転勤があり、世帯用社宅がある企業（金額不明を除く。）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡ 55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡ 55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡

未満 70㎡未満 80㎡未満 以上 未満 70㎡未満 80㎡未満 以上 未満 70㎡未満 80㎡未満 以上

23,065    23,554    22,594    26,538    25,522    30,058    34,265    34,636    89,741    100,321   110,303   115,409   

22,192    22,351    27,368    31,015    27,799    32,237    36,823    40,266    94,303    104,764   115,220   122,680   

25,421    23,048    17,973    21,669    23,861    28,179    31,546    30,473    85,794    98,307    106,760   107,641   

20,295    25,579    20,561    27,397    25,787    32,351    38,971    36,608    92,646    96,352    110,494   130,858   

規模計

500人以上

100人以上
500人未満

50人以上
100人未満

（円）

　   社宅の保有形態

 企業規模

平均月額使用料（従業員の負担額） 平均月額使用料（従業員の負担額） 平均月額賃料（企業の契約額）

自社保有社宅 借上げ社宅

55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡ 55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡ 55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡

未満 70㎡未満 80㎡未満 以上 未満 70㎡未満 80㎡未満 以上 未満 70㎡未満 80㎡未満 以上

22,006    22,354    23,842    28,541    25,611    29,466    34,530    34,839    92,290    102,006   111,293   115,606   

22,608    22,453    27,973    30,237    27,742    32,127    36,769    40,375    95,249    104,957   115,518   123,237   

25,436    22,935    20,139    21,877    23,754    27,828    32,232    31,447    88,407    101,791   108,489   110,360   

14,431    19,742    16,048    37,648    26,609    27,968    37,498    30,557    99,194    92,921    109,093   113,650   
50人以上
100人未満

100人以上
500人未満

500人以上

（円）

　   社宅の保有形態

 企業規模

平均月額使用料（従業員の負担額） 平均月額使用料（従業員の負担額） 平均月額賃料（企業の契約額）

自社保有社宅 借上げ社宅

規模計
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②  東京都特別区内の独身用社宅及び世帯用社宅 

 

表１４ 東京都特別区内の独身用社宅の保有形態別平均月額使用料及び平均月額賃料 

（母集団：独身用社宅がある企業（金額不明を除く。）） 

 

 

表１５ 東京都特別区内の独身用社宅の保有形態別平均月額使用料及び平均月額賃料 

（母集団：転居を伴う転勤があり、独身用社宅がある企業（金額不明を除く。）） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（円）

自社保有社宅

14,353               23,256               91,518               

14,394               22,168               90,601               

14,831               23,635               93,371               

13,070               24,092               87,295               
50人以上
100人未満

100人以上
500人未満

平均月額賃料
（企業の契約額）

借上げ社宅

500人以上

　　　社宅の保有形態

企業規模

平均月額使用料
（従業員の負担額）

平均月額使用料
（従業員の負担額）

規模計

（円）

自社保有社宅

13,427               22,529               92,342               

13,506               21,792               90,925               

12,075               22,858               93,484               

21,219               22,959               91,308               

平均月額使用料
（従業員の負担額）

規模計

平均月額賃料
（企業の契約額）

借上げ社宅

50人以上
100人未満

500人以上

100人以上
500人未満

　　　社宅の保有形態

企業規模

平均月額使用料
（従業員の負担額）
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表１６ 東京都特別区内の世帯用社宅の保有形態別、面積区分別平均月額使用料及び平均月額賃料 

（母集団：世帯用社宅がある企業（金額不明を除く。）） 

    

    

   表１７ 東京都特別区内の世帯用社宅の保有形態別、面積区分別平均月額使用料及び平均月額賃料 

（母集団：転居を伴う転勤があり、世帯用社宅がある企業（金額不明を除く。）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡ 55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡ 55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡

未満 70㎡未満 80㎡未満 以上 未満 70㎡未満 80㎡未満 以上 未満 70㎡未満 80㎡未満 以上

27,028    27,875    29,802    36,867    33,556    41,252    41,783    44,769    127,857   139,074   150,679   158,324   

28,067    26,132    33,175    32,544    34,952    42,237    47,276    51,801    124,542   140,744   155,608   165,665   

26,102    24,933    23,422    41,427    33,260    39,614    39,028    38,049    131,998   135,473   147,527   150,647   

-        50,000    -        -        30,662    46,229    27,476    49,740    124,700   152,128   144,140   167,651   

100人以上
500人未満

50人以上
100人未満

500人以上

（円）

　　 社宅の保有形態

 企業規模

平均月額使用料（従業員の負担額） 平均月額使用料（従業員の負担額） 平均月額賃料（企業の契約額）

自社保有社宅 借上げ社宅

規模計

55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡ 55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡ 55㎡ 55㎡以上 70㎡以上 80㎡

未満 70㎡未満 80㎡未満 以上 未満 70㎡未満 80㎡未満 以上 未満 70㎡未満 80㎡未満 以上

25,167    25,593    33,956    43,559    33,768    40,563    41,891    39,574    128,443   138,651   150,935   150,908   

27,459    26,325    33,175    32,544    34,605    41,918    47,276    51,801    124,675   140,827   155,608   165,665   

22,246    28,218    36,244    60,533    33,424    39,512    39,215    29,401    132,595   135,838   147,993   138,775   

-        0.0       -        -        32,403    40,757    27,476    34,870    126,457   145,549   144,140   146,005   

100人以上
500人未満

50人以上
100人未満

500人以上

（円）

　　 社宅の保有形態

 企業規模

平均月額使用料（従業員の負担額） 平均月額使用料（従業員の負担額） 平均月額賃料（企業の契約額）

自社保有社宅 借上げ社宅

規模計
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３ 業務災害及び通勤災害に対する法定外給付制度 

 

（１） 業務災害又は通勤災害に対する法定外給付制度の有無 

 

民間企業の従業員が、業務災害又は通勤災害により死亡し、あるいは障害が残った場合等には労働基準法

による災害補償や労働者災害補償保険法による保険給付が行われるが、これらとは別に企業独自に給付を行

う場合がある。この法定外給付の制度がある企業の割合は、業務災害による死亡で６４.３％、通勤災害による

死亡で５６.６％、業務災害による後遺障害で５０.１％、通勤災害による後遺障害で４３.８％となっている。

（表１８） 

 

表１８ 法定外給付制度の有無別企業数割合（母集団：全企業）          

    

 

（２） 給付額の決定方法 

 

法定外給付制度がある企業について、給付額の決定方法をみると、「一律」かつ「定額」としている企業の

割合が最も多い。（表１９） 

 

表１９ 法定外給付制度を有する企業における給付額の決定方法別企業数割合 

（母集団：法定外給付制度を有する企業） 

    

(注) １ 「定率」とは、給付額が一定の日数や率を乗じたものとなっている場合をいう。 

      ２ 「その他」には、年齢・勤続年数、役職・職能資格等を勘案して給付額を決定する場合や、 

定額方式と定率方式を併用している場合などが含まれる。 

(％)

業務災害 100.0         64.3          35.7          

通勤災害 100.0         56.6          43.4          

業務災害 100.0         50.1          49.9          

通勤災害 100.0         43.8          56.2          

死亡

後遺障害

計 制度あり 制度なし
　　　　　　　 制度の有無
  給付事由

(％)

定額 定率 定額 定率 定額 定率

業務災害 100.0    61.3        11.0 6.8          0.4 0.7          0.2 19.6     

通勤災害 100.0    61.3        10.2 7.0          0.3 0.7          0.3 20.2     

業務災害 100.0    57.4        15.5 5.3          0.2 0.4          0.1 21.1     

通勤災害 100.0    56.9        15.6 5.4          0.2 0.3          0.1 21.4     

扶養親族の人数別

その他

死亡

後遺障害

　　　　決定方法

 給付事由
計

一律 扶養親族の有無別
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（３） 給付額 

 

法定外給付制度がある企業のうち、給付額の決定方法を「一律」かつ「定額」としている企業の平均給付

額をみると、業務災害による死亡で１,４７６万円、通勤災害による死亡で１,１９８万円、業務災害による

後遺障害（第１級）で１,８２０万円、通勤災害による後遺障害（第１級）で１,４８３万円となっている。 
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